
政策ごとの予算との対応について（個別表）　【東日本大震災復興特別会計】

(所管） 復興庁 （会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

59,658 59,658 0

＜6,705,268＞ の内数 ＜3,976,120＞ の内数 ＜△2,729,148＞ の内数

＜6,705,268＞ の内数 ＜3,976,120＞ の内数 ＜△2,729,148＞ の内数

復興庁　　　　　　　　　　　＜ 農林水産業再生支援対策に必
要な経費

＜3,952,628＞ の内数 ＜3,711,255＞ の内数 ＜△241,373＞ の内数 ＞

　　　　 　　　　　　　　　　　＜ 農業・食品産業強化対策に必
要な経費

＜315,140＞ の内数 ＜264,865＞ の内数 ＜△50,275＞ の内数 ＞

　　　　　　　　 　　　　　　　＜ 農林水産業復興事業費
農業・食品産業強化対策に必
要な経費

＜2,437,500＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜△2,437,500＞ の内数 ＞

＜3,952,628＞ の内数 ＜3,711,255＞ の内数 ＜△241,373＞ の内数

復興庁　　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興政策費
農林水産業再生支援対策に必
要な経費

＜3,952,628＞ の内数 ＜3,711,255＞ の内数 ＜△241,373＞ の内数 ＞

59,658 59,658 0

＜3,952,628＞ の内数 ＜3,711,255＞ の内数 ＜△241,373＞ の内数

復興庁
食品の安全と消費者の信頼確
保対策に必要な経費

59,658 59,658 0

　　　　　　　　 　　　　　　　＜ 農林水産業再生支援対策に必
要な経費

＜3,952,628＞ の内数 ＜3,711,255＞ の内数 ＜△241,373＞ の内数 ＞

4,736,343 4,507,204 △ 229,139

＜7,300,268＞ の内数 ＜4,456,120＞ の内数 ＜△2,844,148＞ の内数

407,836 331,596 △ 76,240

復興庁 農林水産業復興政策費
担い手育成・確保等対策に必
要な経費

407,836 331,596 △ 76,240

123,303 113,018 △ 10,285

復興庁　　　　　　　　　　　 農林水産業復興政策費
農地集積・集約化等対策に必
要な経費

123,303 113,018 △ 10,285

＜595,000＞ の内数 ＜480,000＞ の内数 ＜△115,000＞ の内数

復興庁　　　　　　　　　　　＜ 農業生産基盤整備事業に必要
な経費

＜510,000＞ の内数 ＜480,000＞ の内数 ＜△30,000＞ の内数 ＞

　　　　　 　　　　　　　　　　＜ 農山漁村地域整備事業に必要
な経費

＜85,000＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜△85,000＞ の内数 ＞

農林水産業復興政策費

農林水産業復興政策費

東日本大震災復興事業費

項 事項勘定・組織政策体系

１　食料の安定供給の確保

（１）新たな価値の創出による
     需要の開拓

（３）消費者と食・農とのつな
　　　がりの深化

（４）食品の安全確保と消費
　　 者の信頼の確保

２　農業の持続的な発展

（１）担い手の育成・確保等と
     農業経営の安定化

（２）農地集積・集約化と農地
     の確保

（３）農業の成長産業化や国
     土強靱化に資する農業
     生産基盤整備

比較増△減額７年度予算額６年度予算額



項 事項勘定・組織政策体系 比較増△減額７年度予算額６年度予算額

2,106,126 1,963,512 △ 142,614

＜6,705,268＞ の内数 ＜3,976,120＞ の内数 ＜△2,729,148＞ の内数

復興庁
国産農産物生産基盤強化等対
策に必要な経費

2,106,126 1,963,512 △ 142,614

　　　　 　　　　　　　　　　　＜ 農林水産業再生支援対策に必
要な経費

＜3,952,628＞ の内数 ＜3,711,255＞ の内数 ＜△241,373＞ の内数 ＞

　　　　 　　　　　　　　　　　＜ 農業・食品産業強化対策に必
要な経費

＜315,140＞ の内数 ＜264,865＞ の内数 ＜△50,275＞ の内数 ＞

　　　　　 　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興事業費
農業・食品産業強化対策に必
要な経費

＜2,437,500＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜△2,437,500＞ の内数 ＞

2,099,078 2,099,078 0

復興庁 農林水産業復興政策費
農林水産分野のイノベーション
創出・技術開発の推進に必要
な経費

1,917,524 1,917,524 0

東日本大震災復興国立研究
開発法人水産研究・教育機
構運営費

東日本大震災復興に係る国立
研究開発法人水産研究・教育
機構運営費交付金に必要な経
費

181,554 181,554 0

＜3,952,628＞ の内数 ＜3,711,255＞ の内数 ＜△241,373＞ の内数

復興庁　　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興政策費
農林水産業再生支援対策に必
要な経費

＜3,952,628＞ の内数 ＜3,711,255＞ の内数 ＜△241,373＞ の内数 ＞

＜7,300,268＞ の内数 ＜4,456,120＞ の内数 ＜△2,844,148＞ の内数

＜7,300,268＞ の内数 ＜4,456,120＞ の内数 ＜△2,844,148＞ の内数

復興庁　　　　　　　　　　　＜ 農林水産業再生支援対策に必
要な経費

＜3,952,628＞ の内数 ＜3,711,255＞ の内数 ＜△241,373＞ の内数 ＞

　　　　 　　　　　　　　　　　＜ 農業・食品産業強化対策に必
要な経費

＜315,140＞ の内数 ＜264,865＞ の内数 ＜△50,275＞ の内数 ＞

　　　　　 　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興事業費
農業・食品産業強化対策に必
要な経費

＜2,437,500＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜△2,437,500＞ の内数 ＞

　　　　　 　　　　　　　　　　＜ 農業生産基盤整備事業に必要
な経費

＜510,000＞ の内数 ＜480,000＞ の内数 ＜△30,000＞ の内数 ＞

　　　　　 　　　　　　　　　　＜ 農山漁村地域整備事業に必要
な経費

＜85,000＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜△85,000＞ の内数 ＞
東日本大震災復興事業費

農林水産業復興政策費

農林水産業復興政策費

（４）需要構造等の変化に対
     応した生産基盤の強化
     と流通・加工構造の合
     理化

（６）イノベーション創出・技術
     開発の推進

（７）環境政策の推進

４　東日本大震災からの復旧・復興と
　　大規模自然災害への対応

（１）東日本大震災からの復旧
     ・復興



項 事項勘定・組織政策体系 比較増△減額７年度予算額６年度予算額

8,950,925 9,385,020 434,095

7,669,955 8,162,121 492,166

復興庁 農林水産業復興政策費 森林整備・保全に必要な経費 3,666,955 3,719,121 52,166

環境保全復興政策費
放射性物質による環境の汚染
への対処に必要な経費

12,000 12,000 0

治山事業に必要な経費 0 560,000 560,000

森林整備事業に必要な経費 3,991,000 3,871,000 △ 120,000

877,938 827,699 △ 50,239

復興庁 農林水産業復興政策費 林業振興対策に必要な経費 22,938 18,699 △ 4,239

農林水産業復興事業費 林業振興対策に必要な経費 855,000 809,000 △ 46,000

403,032 395,200 △ 7,832

復興庁 農林水産業復興政策費
林産物供給等振興対策に必要
な経費

403,032 395,200 △ 7,832

1,649,297 1,572,160 △ 77,137

復興庁 農林水産業復興政策費
水産資源管理対策に必要な経
費

1,649,297 1,572,160 △ 77,137

3,255,872 7,612,106 4,356,234

復興庁 農林水産業復興政策費 水産業振興対策に必要な経費 3,255,872 7,612,106 4,356,234

4,333,635 4,348,835 15,200

復興庁 農林水産業復興政策費 漁村活性化対策に必要な経費 4,333,635 4,348,835 15,200

30,285,998 31,941,103 1,655,105

（注１）政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる予算を掲記している。
（注２）複数の政策体系にまたがる等、当該政策体系に係る予算額が特定又は区分できないものについては、<  >書き内数で掲記し、計欄において合計に含めている。
（注３）復興庁所管のうち、農林水産省分のみ掲記している。
（注４）６年度予算額は、当初予算額である。

東日本大震災復興事業費

計

13,533,101 4,294,2979,238,804

５　森林の有する多面的機能の発揮
　　と林業・木材産業の持続的かつ健
　　全な発展

（１）水産資源管理の着実な
     実施

（２）水産業の成長産業化の
     実現

（３）漁村の活性化の推進

（１）森林の有する多面的機
     能の発揮

（２）林業の持続的かつ健全
     な発展

（３）林産物の供給及び利用
     の確保

６　水産物の安定供給と水産業の健
　　全な発展


